
教職大学院への教員派遣要項 

新潟市教育委員会  

１ 目的 

市立小・中学校，中等教育学校，高等学校及び特別支援学校の教員（ただし，新潟市

教育職員の勤務時間，休暇等に関する条例第１０条に規定する教育委員会が定める者を

除く）（以下「市立学校教員」という。）を本市の教育課題の解決のため教職大学院に派

遣し，リーダーとして必要な高度な専門的知識及び技術を習得させ，その資質の向上と

指導力の充実を図り，もって本市教育の振興発展に資することを目的とする。 

２ 派遣先 

前項の目的を達成するため，市立学校教員を新潟大学教職大学院及び上越教育大学教

職大学院に派遣する。 

３ 出願資格 

第１項の目的により派遣を希望する市立学校教員で，次の要件に該当する者とする。 

(1) 大学で定める教職大学院学生募集の出願資格を有する者。 

(2) 教職大学院修了後，引き続き本市の教員として勤務することを誓約した者。 

(3) 出願時において在職年数が６年以上であり，かつ，現任校の勤務年数が１年以上

である者。ただし，新潟市採用者は，在職年数が８年以上であり，かつ，現任校の

勤務年数が１年以上である者。 

(4) 年齢が出願年度の３月末において４５歳以下である者。ただし，上越教育大学の

１年制プログラムについては，年齢が出願年度の３月末において５０歳以下である

者。 

(5) 在外教育施設に派遣された経験のない者。 

(6) 市教育委員会が認める者。 

４ 派遣内申 

(1) 校長は，前項による出願資格を有する者から派遣の申込があった場合は，市教育

委員会に対し，派遣の内申（別記様式３）を行うものとする。 

(2) 前号の内申には，教職大学院派遣申請書（別記様式４）を添付する。 

５ 派遣教員の決定 

(1) 派遣希望者に対し，書類選考及び面接による選考を実施し，教職大学院受験出願

を同意する者を登録する。 

(2) 教職大学院受験出願を同意することで登録された者の中から，受験する者を決定

する。 

(3) 受験をして，試験に合格した者を派遣内定者とする。 

(4) 派遣内定者の中から，定数に応じて派遣教員を決定する。 

(5) 派遣内定者の中で，派遣定数により派遣することができなかった者は，次年度の

派遣内定者とする。 

(6) 教職大学院受験出願を同意することで登録された者の中で，受験することができ

なかった者は，次年度に受験する者として登録する。 

６ 服務等の取扱い 

(1) 教職大学院への派遣を希望する者が受験する場合には，職務専念の義務を免除す

るものとする。 

(2) 入学試験検定料，往復旅費等の受験に要する経費は受験者の負担とする。 



７ 派遣期間 

 (1) 新潟大学教職大学院…１年間 

  なお，第２年次は，特定曜日及び長期休業期間中において通学するものとし，こ

の場合，職務専念義務を免除する。 

 (2) 上越教育大学教職大学院…２年間 

     ただし，教育経営コースの１年制プログラムについては，１年間とする。 

８ 派遣期間中の身分等の取扱い 

(1) 教職大学院を勤務公署と見なす。 

(2) 所定期間において修了できない場合，原則として派遣期間の延長は認めないもの

とする。 

(3) 派遣期間中において，派遣教員に休学，退学又は非違行為があった場合，市教育

委員会において必要な措置を講ずるものとする。 

９ 派遣期間中の責務 

(1) 派遣期間中においても新潟市教育委員会の服務に関する規定に従い，在籍校の校

長が服務管理を行う。 

(2) 派遣教員は，常に派遣の趣旨を認識し，派遣先教職大学院の指導の下に研修に専

念するものとする。 

(3) 派遣教員は，派遣期間中において，定期的に校長に連絡をとり，報告して指導を

仰ぐ。また，事故その他特別の事情が生じた場合，速やかに校長に連絡し，その指

示を受けるものとする。 

10 派遣期間中の経費 

派遣期間中における経費は，次によるものとする。 

(1) 通勤手当及び住居手当については支給する。 

(2) 入学金，授業料，調査研究にかかる費用，研究及び実習等にかかる旅費及び所属

校への事務連絡等に係る経費は，派遣教員の負担とする。 

11 その他 

その他必要な事項は，別に定める。 

付 則 

この要項は，平成 19 年 12 月３日から実施する。 

平成 20 年４月１日一部改正し，実施する。 

平成 20 年６月 30 日一部改正し，実施する。 

平成 23 年４月１日一部改正し，実施する。 

平成 25 年５月 30 日一部改正し，実施する。 

平成 26 年５月 30 日一部改正し，実施する。 

平成 27 年５月 29 日一部改正し，実施する。 

平成 27 年９月 28 日一部改正し，実施する。 

平成 28 年３月１日一部改正し，実施する。 

平成 28 年５月１日一部改正し，実施する。 

令和元年５月１日一部改正し，実施する。 


